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2017年01月18日 「さくらレポート」は3地域で判断引き上げ（日本） 
2016年12月16日 成立した「統合型リゾート」法（日本） 

「訪日外客数」は年間過去最多を更新（日本） 

2017年1月20日 

日本を訪れる「訪日外客数」（外国人旅行者数）を知るには、日本政府観光局（JNTO）が発表する「訪

日外客数」が参考になります。毎月下旬に、前月の「訪日外客数」の多い世界20カ国・地域の推計値が公

表されます。2016年10月には初の年間2,000万人を突破しました。安倍政権の成長戦略「日本再興戦略

2016」では、2020年には「訪日外客数」を4,000万人とする目標が掲げられています。 

（No.1,990） 
〈マーケットレポートNo5,216〉 

 2016年は、ロシアを除く全ての国・地域で年間の「訪日外客数」が過去最高を更新しました。この背景には、

クルーズ船の寄港数の増加や、航空路線の拡充、ビザ発給要件の緩和、消費税免税制度の拡充などに加

え、各国・地域毎の継続的な訪日旅行プロモーションの効果があります。例えば、中国では個人旅行が増加

する中で、体験型観光をPRする特設サイトを開設したり、韓国では「知れば知るほど、行けば行くほど、日

本」といったキャッチコピーのCMが放映されました。「訪日外客数」が急増する中で、これまで多く見られた高額

品等の買い物を主目的として初めて訪日する人が、日本の伝統や食文化等の日本独自の魅力を体験する

ことでリピーターとなるケースが増えてきています。政府が掲げる2020年に「訪日外客数」を4,000万人とする

目標の達成のためには、更なる日本のファンを増やすべく、世界への“日本の魅力”のアピールが欠かせません。 

 JNTOが17日に発表した12月の「訪日外客数」（推計値）は、前年同月比＋15.6％の205万1千人と

なり、12月として過去最高を更新しました。また2016年の年間では、前年比＋21.8％の2,403万9千人

となり、JNTOが統計を開始した1964年以来、過去最多となりました。このうち72.7％を東アジア（韓国、

中国、台湾、香港）からの訪日客が占めており、前年の71.9％からさらにシェアが高くなりました。 

2016年の年間「訪日外客数」は2,403万人 
前年比＋21.8％、初めて2,000万人突破！ 

「訪日外客数」の更なる増加に向け、“日本の魅力”をアピール！ 

インドネシアが最も高い伸びを記録 
ロシアを除き、各国・地域とも2桁増 

 年間の「訪日外客数」の伸び率を国・地域別に見ると、インドネ

シアが前年比＋32.1％と最も高く、次いでフィリピンが同

＋29.6％、マレーシアが同＋29.1％と約30％の高い伸びとなり

ました。訪日客のうち最も多くを占める中国からは同＋27.6％と、

2015年の同＋107.3％からは伸び率が低下しましたが、他の

国・地域と比べて相対的に高い伸びを維持しています。各国・地

域とも2桁増となる中、ロシアでは経済の停滞などにより海外旅

行需要が低迷していることが訪日旅行市場にも影響し、「訪日

外客数」はほぼ前年並みに止まりました。 

http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/japan/key170118jp.html
http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/japan/key161216jp.html

